
給 与 勧 告 の 骨 子

○ 本年の給与勧告のポイント

月例給、ボーナスともに改定なし

① 月例給の較差について、給与改定・臨時特例法に基づく給与減額支給措置による減額前

の較差を算出し、併せて減額後の較差も算出

以下の諸事情を踏まえ、減額前の較差（△0.07％）に基づく月例給の改定なし

・ 従来、較差が小さく俸給表等の適切な改定が困難な場合には改定を見送ってい

ること

・ 減額後は民間給与を7.67％下回っていること、減額支給措置は民間準拠による

改定とは別に未曾有の国難に対処するため、平成25年度末までの間、臨時特例と

して行われていることを勘案

② 公務の期末・勤勉手当（ボーナス）の支給月数は、民間と均衡しており、改定なし

・ 上記給与減額支給措置が行われていることを勘案

50歳台後半層における給与水準の上昇を抑制するため、昇給・昇格制度を見直し

① 55歳を超える職員は、標準の勤務成績では昇給停止 （給与法改正）

② 高位の号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を縮減 （人事院規則改正）

Ⅰ 給与勧告の基本的考え方

・ 国家公務員給与は、社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更することができる。その変更

に関し必要な報告・勧告を行うことは、国家公務員法に定められた人事院の責務

・ 勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与を確保する機能を有する

ものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤

・ 公務には市場の抑制力という給与決定上の制約がないことから、給与水準は、経済・雇用情勢等を

反映して労使交渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的

Ⅱ 民間給与との較差に基づく給与改定

約11,100民間事業所の約47万人の個人別給与を実地調査（完了率90.6％）

<月例給> 公務と民間の４月分給与を調査（ベア中止、賃金カット等を実施した企業の状況も反映)

し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢の同じ者同士を比較

月例給の較差について、給与改定・臨時特例法に基づく給与減額支給措置による減額前

の較差を算出し、併せて減額後の較差も算出

○ 月例給の較差（給与減額支給措置による減額前） △273円 △0.07％

（給与減額支給措置による減額後） 28,610円 7.67％

行政職俸給表(一)…現行給与 (減額前)401,789円 平均年齢42.8歳

(減額後)372,906円



○ 以下の諸事情を踏まえ、月例給の改定は行わない

・ 従来、官民較差が小さく、俸給表及び諸手当の適切な改定を行うことが困難な場合には、

月例給の改定を見送っていること

・ 給与減額支給措置による減額後は、公務が民間を7.67％下回っていること、この措置は民

間準拠による水準改定とは別に未曾有の国難に対処するため、来年度末までの間、臨時特例

として行われているものであることを勘案

<ボーナス> 昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年間

の支給月数を比較

○ 公務の支給月数（現行3.95月）は、民間の支給割合（3.94月）と均衡しており、改定は行わ

ない

・ ボーナスの改定は従来より0.05月単位で実施

・ 給与減額支給措置が行われていることを勘案

Ⅲ 給与制度の改正等

○ 昇給・昇格制度の改正（平成25年１月１日実施）

・ 給与構造改革の経過措置の廃止後も50歳台後半層における官民の給与差は相当程度残ることが想

定。世代間の給与配分を適正化する観点から、50歳台後半層における給与水準の上昇をより抑える

方向で、昇給・昇格制度を改正

・ 昇給制度については、給与法を改正し、55歳を超える職員（行政職俸給表(二)、医療職俸給表

(一)は57歳を超える職員）は、標準の勤務成績では昇給しないこととし(現行は２号俸昇給)、特に

良好の場合には１号俸(現行は３号俸)、極めて良好の場合には２号俸以上(現行は４号俸以上)の昇

給に、それぞれ抑制

・ 昇格制度については、人事院規則を改正し、最高号俸を含む高位の号俸から昇格した場合の俸給

月額の増加額を縮減

・ 今後とも、民間賃金の動向を踏まえ、毎年の給与改定における措置等、必要な対応について検討

○ 給与構造改革の経過措置の解消に伴う対応

・ 給与改定・臨時特例法に基づく平成25年４月１日の昇給回復は、同日において31歳以上38歳未満

の職員を対象とし、昇給抑制を受けた回数等を考慮し、最大１号俸上位の号俸に調整

○ 地域間給与配分の検証

・ 地域別の民間給与との較差と全国の較差との率の差は、本年までに２ポイント台前半に収れん。

地域別の較差は縮小し安定的に推移しており、地域の国家公務員給与に地域手当の異動保障等の額

も反映されていることを考慮すれば、地域間給与配分の見直しは所期の目的を達成したものと評価

・ 今後とも、適正な給与配分を確保する観点から、各地域の官民給与の動向等について注視

○ 産業構造、組織形態の変化等への対応

・ 現在調査対象としていない産業における事務・技術関係職種の状況を把握した上で、調査の信頼

性を保ちつつ、調査対象とすることが可能な産業を平成25年調査から追加

・ 民間企業における組織のフラット化等への対応について、来年度から措置することを念頭に、有

識者等の意見も聴取しつつ、調査対象職種の拡大や官民の給与比較の際の職種の対応関係の在り方

等について検討


